
財務部財政課

令和６年１月補正予算
記者発表資料

[令和５年度１１号補正]

「ヒカリノミナトＳＡＳＥＢＯ」
　佐世保市制１２０周年を迎えた佐世保市の魅力的な夜景景観を創出することで、クルーズ客船の誘致を
促進し、クルーズ乗客を含めた観光客や市民が楽しめる空間づくりを行っています。また、訪日外国人を含
む旅行者の佐世保駅及び佐世保港国際ターミナルと市中心市街地間の周遊を促すことで、滞在時間を増
加させ、消費拡大を図ります。

令和6年1月22日
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令和５年度　会計別予算総括（令和６年１月補正後）

（単位：千円）

129,040,148 879,830 129,919,978 0.7

89,758,505 0 89,758,505 2.3

23,962,454 105,000 24,067,454 4.7

水 道 事 業 12,657,827 105,000 12,762,827 3.0

下 水 道 事 業 11,304,627 債務負担行為 11,304,627 6.7

242,761,107 984,830 243,745,937 1.7

一 般 会 計

特 別 会 計

企 業 会 計

合 計

会計別 補正前予算額 補正予算額 補正後予算額
前年度
同期比
　　　％

　今回の補正予算は、「デフレ完全脱却のための総合経済対策」

として、去る１１月２９日に成立した国の令和５年度補正予算

（第１号）を受けて実施する「物価高から国民生活を守る」ため

の事業として、市内事業者の支援及び外貨獲得による域内経済の

活性化を図るための地域通貨発行事業費など６事業に加え、「国

土強靭化、防災・減災など国民の安全・安心を確保する」ための

事業として、漁港整備事業の県営事業負担金や道路・橋りよう・

公園・港湾の整備など１４事業、合わせて８億６，９４３万円を

計上いたしております。

　また、これまで実施してきている国の「物価高克服に向けた追

加策」につきましても、漁業用燃油助成事業費など４事業を実施

するとともに、実績の確定などに伴い、中小企業経営向上事業費

など３事業の減額を合わせた１，０４０万円を計上し、一般会計

の合計で８億７，９８３万円を計上いたしております。

　企業会計においては、水道事業において、一般会計と同様に、

国の補正予算を受けて実施する「国土強靭化、防災・減災など国

民の安全・安心を確保する」ための事業として、長崎県の石木ダ

ム建設事業に対する本市負担金１億５００万円を計上したほか、

下水道事業において、令和５年１０月に発生した針尾下水処理場

の再生水供給設備の事故による故障に伴う復旧工事を行うための

債務負担行為を計上し、全会計合わせて９億８，４８３万円を計

上いたしております。
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令和６年１月補正予算の概要

１．一般会計 千円

№

869,431 31,146 351,451 107,178 324,500 0 55,156

879,830

区 分 事 業 名 予 算 額

財 源 内 訳

事 業 内 容

地球温暖化対策事業費 55,939

担 当 課国 庫
支 出 金

地 方 創 生
臨時交付金
（ 国 庫 ）

県
支 出 金

市 債 そ の 他
一 般
財 源

　　国の補正予算によるもの　計 （２０件） 869,431

国の補正予算　計

1
物価高から
国民生活を
守る

0

宅配便を一度で受け取ることにより、再配達を軽減することを目的
とした「置き配普及啓発事業」、及び省エネ性能の高い家電製品を
購入した市民を対象に、地域通貨「させぼｅコイン」の仕組みを活用
したポイント付与を行う「省エネ家電購入促進事業」をそれぞれ実
施することで、生活者・事業者への支援を行い、ひいては、ゼロカー
ボンシティ実現に向けた取り組みにも寄与するもの
　
　①置き配普及啓発事業　　13,840千円

　　・置き配バッグの無料配布　　1,500世帯

　②省エネ家電購入促進事業　　42,099千円

　　・省エネ性能の高い家電製品（エアコン、冷蔵庫、テレビ）の
　　  購入に対するポイント付与　　2,000件
　　　　※1世帯につき2件まで（1件につき購入金額の1/5以内
　　　　　 かつ上限20,000ポイント）

環境部
ゼロカーボン
シティ推進室

55,939

2
物価高から
国民生活を
守る

中小企業経営向上事業
費 24,572 24,572 0

経営、労務、人材育成など企業が抱える経営課題を中小企業診断
士や社会保険労務士、司法書士などの専門家に無料で相談できる
1日経営ドックに係る委託を行うとともに、市内中小企業者を対象
に、ＩＴツールの導入に係る経費の一部を支援するもの

　①1日経営ドック

　　・1日経営ドック業務経費　　2,963千円
　　　　（相談支援件数　120件）

　②中小企業デジタル化支援事業
　
　　・中小企業デジタル化支援事業補助金　40件　　20,000千円
　　　　（対象経費の1/2以内かつ上限500千円）

　　・事務経費　　1,609千円

観光商工部
商工労働課

-3-



№ 区 分 事 業 名 予 算 額

財 源 内 訳

事 業 内 容 担 当 課国 庫
支 出 金

地 方 創 生
臨時交付金
（ 国 庫 ）

県
支 出 金

市 債 そ の 他
一 般
財 源

06
先端設備等導入促進事
業費 45,805 45,805

物価高から
国民生活を
守る

観光商工部
商工労働課

先端設備等導入計画の認定を受けた市内中小企業者を対象に、
当該計画に基づく設備投資を行う際の設備導入に係る経費の一部
を支援するもの
　
　・先端設備等導入促進事業補助金　15件　　45,000千円
　　　（対象経費の1/2以内かつ上限3,000千円）

　・事務経費　　805千円

3
物価高から
国民生活を
守る

創造・販路支援事業費 3,163 3,163 0

新たな製品、技術、システム等の研究開発に要する経費の一部を
支援するもの

　・中小企業創造的技術開発支援事業補助金　3件　　2,500千円
　　　（対象経費の1/2以内かつ上限500千円または1,000千円）

　・事務経費　　663千円

観光商工部
商工労働課

4
物価高から
国民生活を
守る

新規創業支援事業費 1,000 1,000 0

製造業・情報通信業・ベンチャービジネスの業種において、特定創
業支援事業を受け、かつ常用労働者を雇用している初期創業者に
対し、創業経費の一部を支援することにより、創業経費の負担軽減
及び経営の早期安定化につなげるもの

　・創業促進補助金　1件
　　　（対象経費の1/2以内かつ上限1,000千円）

観光商工部
商工労働課

5
物価高から
国民生活を
守る

地域通貨発行事業費 220,972 220,972 0

市内事業者の支援及び外貨獲得による域内経済の活性化を図る
ため、地域通貨「させぼｅコイン」をこれまでに引き続き発行するとと
もに、させぼｅコインアプリを用いて、加盟店によるポイント発行等の
複数の機能を追加することにより、さらなる普及促進につなげるも
の

　・還元率　　10％

　・させぼｅコイン発行業務経費　　215,450千円
　
　・事務経費　　5,522千円

観光商工部
商工労働課
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№ 区 分 事 業 名 予 算 額

財 源 内 訳

事 業 内 容 担 当 課国 庫
支 出 金

地 方 創 生
臨時交付金
（ 国 庫 ）

県
支 出 金

市 債 そ の 他
一 般
財 源

保健福祉部
保健福祉政
策課

国土強靭
化、防災・
減災など国
民の安全・
安心を確保
する

水道事業会計出資金 35,000 35,000 0
石木ダム建設関連事業に係る長崎県へのダム建設負担金の財源
として、一般会計からの出資を行うもの

7

8

9 水産業強化対策事業費 12,219 44

漁港の安全性の向上や施設機能の復旧を図るもの
　
　・補助率　　50/100、67.5/100のいずれか

　・浅子漁港、鹿町漁港

国土強靭
化、防災・
減災など国
民の安全・
安心を確保
する

土地改良事業費
（県営事業負担金） 17,400 17,400 0

土地改良事業に係る県営事業負担金

　①農村地域防災減災事業　　9,900千円
　
　　　・本市負担率　　11％
　
　　　・佐世保地区、佐世保2期地区、流矢地区

　②農業競争力強化基盤整備事業　　7,500千円
　
　　　・本市負担率　　10％
　
　　　・宮長地区、横手地区

農林水産部
農林整備課

国土強靭
化、防災・
減災など国
民の安全・
安心を確保
する

農林水産部
水産課

10

国土強靭
化、防災・
減災など国
民の安全・
安心を確保
する

漁港整備事業費
（県営事業負担金） 28,125 28,100 25

漁港整備事業に係る県営事業負担金
　
　・本市負担率　　1/12、10％、12.5％のいずれか
　
　・平漁港、神の浦漁港、楠泊漁港

農林水産部
水産課

7,575 4,600
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№ 区 分 事 業 名 予 算 額

財 源 内 訳

事 業 内 容 担 当 課国 庫
支 出 金

地 方 創 生
臨時交付金
（ 国 庫 ）

県
支 出 金

市 債 そ の 他
一 般
財 源

11

国土強靭
化、防災・
減災など国
民の安全・
安心を確保
する

道路施設更新事業費 102,000 50,000 52,000 0

道路施設の定期点検及び施設点検の結果に基づき、老朽化が進
む道路施設について計画的に修繕・補強等の対策工事を実施する
もの
　
　・補助率　　50/100
　
　・藤原崎辺町線

土木部
土木政策課

12

国土強靭
化、防災・
減災など国
民の安全・
安心を確保
する

社会資本整備総合交付
金事業費 △ 76,918 △ 38,459 △ 31,900 △ 6,559

広域幹線道路へのアクセス向上などの道路ネットワークの構築・強
化を目的とした、幹線市道等の道路整備（改良）を行うもの
　
　・補助率　　50/100
　
　・江永本線、楠木原線、桑木場花高線、早岐川左岸線、
　  鵜渡越観光通線

土木部
土木政策課

13

国土強靭
化、防災・
減災など国
民の安全・
安心を確保
する

防災・安全交付金事業
費 15,991 8,575 7,600 △ 184

通学路等の生活空間における交通安全対策として、歩道等の整備
を進めるもの
　
　・補助率　　55/100

　・梅田保立町線、中石岳椎尾線

土木部
土木政策課

14

国土強靭
化、防災・
減災など国
民の安全・
安心を確保
する

橋りよう修繕事業費 14,892 8,030 6,800 62

橋梁の定期点検の結果に基づき、損傷等の状況に応じた修繕等検
討する調査設計委託を実施するもの
　
　・補助率　　55/100
　
　・小森橋、深江橋、光月橋

土木部
土木政策課
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№ 区 分 事 業 名 予 算 額

財 源 内 訳

事 業 内 容 担 当 課国 庫
支 出 金

地 方 創 生
臨時交付金
（ 国 庫 ）

県
支 出 金

市 債 そ の 他
一 般
財 源

18

国土強靭
化、防災・
減災など国
民の安全・
安心を確保
する

公園施設長寿命化対策
事業費 4,449

都市整備部
都市政策課

3,100 △ 651

公園施設の計画的な更新等を行うため、公園施設長寿命化計画に
基づき、長寿命化対策を行うもの
　
　・補助率　　1/2
　
　・相生公園、広田公園、もみじが丘中央公園、
　  石坂公園、田の浦南公園

2,000

15

国土強靭
化、防災・
減災など国
民の安全・
安心を確保
する

急傾斜地崩壊対策事業
費
（県営事業負担金）

77,800 77,800 0

急傾斜地崩壊対策事業に係る県営事業負担金
　
　・本市負担率　　5％、10％、20％のいずれか
　
　・有福（3）地区ほか17地区

土木部
土木政策課

16

国土強靭
化、防災・
減災など国
民の安全・
安心を確保
する

地籍調査事業費 161,947 99,603 62,344

国土調査法に基づき、地籍調査実施区域について、一筆ごとの情
報（土地所有者・地番・地目・境界）を調査するとともに、境界の位
置及び面積を測量し、その成果を法務局へ送付することにより、正
確な土地情報の整備を行うもの
　
　・補助率　　3/4
　
　・稲荷第一藤原地区、大黒第一東山地区、大和第一地区、
　  大和第二地区、日宇第一地区、日宇第二地区、天神第二地区

都市整備部
都市政策課

17

国土強靭
化、防災・
減災など国
民の安全・
安心を確保
する

街路事業費
（県営事業負担金） 15,500 15,500 0

街路事業に係る県営事業負担金
　
　・本市負担率　　10％

　・都市計画道路　春日瀬戸越線

土木部
土木政策課
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№ 区 分 事 業 名 予 算 額

財 源 内 訳

事 業 内 容 担 当 課国 庫
支 出 金

地 方 創 生
臨時交付金
（ 国 庫 ）

県
支 出 金

市 債 そ の 他
一 般
財 源

75

老朽化が進む既存施設の延命化を図り、利用上の安全性及び利
便性を確保することを目的とした港湾施設の改良を行うもの

　・補助率　　1/3

　・大崎地区

港湾部
みなと整備課

20

国土強靭
化、防災・
減災など国
民の安全・
安心を確保
する

港湾施設改良事業費
（国直轄事業負担金） 106,500 106,500

国土強靭
化、防災・
減災など国
民の安全・
安心を確保
する

港湾施設改良費統合補
助事業費 3,075 1,00019 2,000

港湾施設改良事業に係る国直轄事業負担金
　
　・本市負担率　　50％
　
　・前畑地区

0
港湾部
みなと整備課
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№ 区 分 事 業 名 予 算 額

財 源 内 訳

事 業 内 容 担 当 課国 庫
支 出 金

地 方 創 生
臨時交付金
（ 国 庫 ）

県
支 出 金

市 債 そ の 他
一 般
財 源

10,399 0 10,399 0 0 0 0

農林水産部
農政課

　　国の「物価高克服に向けた追加策」によるもの　計 （７件） 10,399

物価高克服に向けた追加策　計

1

農林水産業
における物
価高騰対策
支援

牛の飼料価格高騰に関
する臨時支援事業費 △ 15,435 0

物価上昇による粗飼料及び代用乳価格の高騰に伴う経営への影
響を緩和するための、畜産農家を対象とした価格上昇相当分に係
る経費の一部を支援することについて、補助対象となる頭数が確定
したことに伴い、減額を行うもの

　①粗飼料（1頭あたり18,000円）
　　　頭数
　　　　7,335頭　→　6,556頭　（△779頭）
　　　補助金額
　　　　132,030千円　→　118,008千円　（△14,022千円）
　
　②代用乳（1頭あたり9,000円）
　　　頭数
　　　　2,242頭　→　2,085頭　（△157頭）
　　　補助金額
　　　　20,178千円　→　18,765千円　（△1,413千円）

△ 15,435

2

農林水産業
における物
価高騰対策
支援

肉用牛生産者支援事業
費 9,214 9,214 0

肉用子牛価格の急激な下落による繁殖農家の経営への影響を緩
和するため、国の肉用子牛生産者補給金制度に加入している方を
対象とした支援を行うもの
　
　・和子牛臨時支援事業補助金　1,402頭
　　　（国支援交付金の発動基準価格と九州・沖縄ブロック平均
　　　  価格の差額の1/8以内（四半期ごとに算定））
　　※補助対象期間
　　　　令和5年1月から令和5年12月までに販売された和子牛

農林水産部
農政課
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№ 区 分 事 業 名 予 算 額

財 源 内 訳

事 業 内 容 担 当 課国 庫
支 出 金

地 方 創 生
臨時交付金
（ 国 庫 ）

県
支 出 金

市 債 そ の 他
一 般
財 源

0
地域通貨「させぼｅコイン」の仕組みを活用し、夜間の経済活動（ナ
イトタイムエコノミー）を活性化させることを目的とした「ナイトホッピ
ングキャンペーン」について、発行ポイントの一部を減額するもの

観光商工部
商工労働課

6

中小企業等
に対するエ
ネルギー価
格高騰対策
支援

地域通貨発行事業費 △ 27,000 △ 27,000

3

農林水産業
における物
価高騰対策
支援

養殖業育成事業費 26,694 26,694 0

配合飼料価格の高騰が続いていることによる養殖業者の経営への
影響を緩和するため、国の漁業経営セーフティネット制度への加
入・継続に必要な経費を支援するもの
　
　・養殖用配合飼料セーフティネット加入補助金　35件　26,643千円
　　　（令和6年度分に係る加入・継続時の積立金の1/6相当額）

　・事務経費　　51千円

農林水産部
水産課

4

農林水産業
における物
価高騰対策
支援

漁業用燃油助成事業費 29,960 29,960 0

燃油価格の高騰が続いていることによる漁業者の経営への影響を
緩和するため、国の漁業経営セーフティネット制度への加入・継続
に必要な経費を支援するもの
　
　・漁業経営セーフティネット加入補助金　212件　　29,728千円
　　　（令和6年度分に係る加入・継続時の積立金の1/6相当額）

　・事務経費　　232千円

農林水産部
水産課

5

中小企業等
に対するエ
ネルギー価
格高騰対策
支援

中小企業経営向上事業
費 △ 16,686 △ 16,686 0

市内中小企業者を対象としたＩＣＴ・ＩｏＴ技術活用による生産性向上
などの新たな取組みに必要な経費の一部を支援することについ
て、補助対象となる事業者が確定したことに伴い、減額を行うもの

　・事業環境変化対応事業補助金
　　　（対象経費の1/2以内かつ上限500千円または1,000千円）

　　　件数　　29件　→　15件　（△14件）
　　　補助金額　　27,000千円　→　10,314千円　（△16,686千円）

観光商工部
商工労働課
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№ 区 分 事 業 名 予 算 額

財 源 内 訳

事 業 内 容 担 当 課国 庫
支 出 金

地 方 創 生
臨時交付金
（ 国 庫 ）

県
支 出 金

市 債 そ の 他
一 般
財 源

企画部
地域交通課

0

地域公共交
通や地域観
光業等に対
する支援

地域公共交通デジタル
化等利便向上支援事業
費

3,6527

公共交通事業者に対し、デジタル化・システム化により、直接的に
利用者の利便性の向上に資する設備を導入するために必要な経
費を支援するもの

　①西肥自動車（株）　　3,592千円
　　　・補助率　　1/2
　　　・スマートバス停設置、多言語案内音声データ作成

　②佐世保観光タクシー（株）　　60千円
　　　・補助率　　1/2
　　　・キャッシュレス決済搭載機器導入

3,652
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◎令和６年１月補正予算の概要

２．企業会計 千円

№

105,000

水道局
経営企画課

事 業 名
補正予算額
（ 支 出 額 ）

事 業 内 容 担当課

1 水道事業 105,000

■国の補正予算によるもの
　　（国土強靭化、防災・減災など国民の安全・安心を確保する）
　
[資本的収支]

　○第九期拡張事業費
　
　　　・石木ダム建設関連事業
　　　　　長崎県事業の追加（増額）に対する負担金（本市負担率　35％）
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【繰越明許費】 （単位：千円）

※括弧書きは変更前

１．一般会計

№

8 新 規 創 業 支 援 事 業 1,000 観光商工部
商工労働課

6

農林水産部
水産課

中 小 企 業 経 営 向 上 事 業
観光商工部
商工労働課

県 営 事 業 負 担 金
（ 漁 港 整 備 事 業 ）

4 漁 港 整 備 事 業 12,219

5

保健福祉部
保健福祉政策課35,000

18,800
（1,400）

農林水産部
農林整備課

農林水産部
水産課

7 創 造 ・ 販 路 支 援 事 業

1 地 球 温 暖 化 対 策 事 業 55,939 環境部
ゼロカーボンシティ推進室

水 道 事 業 会 計 出 資 金

3
県 営 事 業 負 担 金
（ 土 地 改 良 事 業 ）

2

64,625
（36,500）

24,572

3,163 観光商工部
商工労働課

事 業 名 金 額 担 当 課
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【繰越明許費】 （単位：千円）

※括弧書きは変更前

１．一般会計

№ 事 業 名 金 額 担 当 課

10 先 端 設 備 等 導 入 促 進 事 業 45,805 観光商工部
商工労働課

9 地 域 通 貨 発 行 事 業 220,972 観光商工部
商工労働課

15

土木部
土木政策課

土木部
土木政策課

土木部
土木政策課

土木部
土木政策課

11 道 路 維 持 事 業 102,000

12

13 橋 り よ う 維 持 事 業

14

道 路 新 設 改 良 事 業 76,380

14,892

16

地 籍 調 査 事 業 167,287 都市整備部
都市政策課

15,500 土木部
土木政策課

県 営 事 業 負 担 金
（ 急 傾 斜 地 崩 壊 対 策 事 業 ） 77,800

県 営 事 業 負 担 金
（ 街 路 事 業 ）
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【繰越明許費】 （単位：千円）

※括弧書きは変更前

１．一般会計

№ 事 業 名 金 額 担 当 課

17

19

公 園 施 設 長 寿 命 化 対 策 事 業 18,449 都市整備部
都市政策課

国 直 轄 事 業 負 担 金
（ 港 湾 施 設 改 良 事 業 ） 106,500 港湾部

みなと整備課

18 港 湾 施 設 改 良 事 業 3,075 港湾部
みなと整備課
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【債務負担行為の追加】

１．企業会計

・下水道事業

№

（単位：千円）

○針尾下水処理場内の高度処理施設において、再生水ポンプ制御盤が故障したことに
伴い、制御盤の更新工事を行うもの

事 項 期 間 限 度 額 担 当 課

1
針 尾 高 度 処 理 施 設
再 生 水 ポ ン プ 制 御 盤 更 新 工 事

令和５年度から
令和６年度まで

水道局
下水道施設課

51,200千円に消費税及び地
方消費税を加えた額

-16-



◎市債現在高（令和６年１月補正後） （単位：千円）

会計
令 和 ４ 年 度 末
現 在 高

令 和 ５ 年 度 中
発 行 額

令 和 ５ 年 度 中
償 還 額

令 和 ５ 年 度 末
現 在 高 見 込

市 民 １ 人 あ たり
の 額 （ 円 ）

一 般 会 計 95,341,351 7,692,200 9,798,784 93,234,767 383,330

特 別 会 計 18,477,491 1,669,400 1,713,774 18,433,120 75,786

住 宅 9,208,144 678,900 626,254 9,260,791 38,075

卸 売 市 場 871,646 145,942 725,704 2,984

集 落 排 水 140,708 16,894 123,815 509

工 業 団 地 1,600,421 13,894 1,586,527 6,523

港 湾 整 備 762,480 111,275 651,205 2,677

臨 海 土 地 造 成 142,994 84,574 58,420 240

母 子 父 子 寡 婦 福 祉
資 金 貸 付 事 業

138,458 138,458 569

病 院 資 金 貸 付 事 業 5,612,640 990,500 714,941 5,888,200 24,209

合 計 113,818,842 9,361,600 11,512,558 111,667,887 459,116

※令和2年国勢調査人口 243,223 人

　　　　　　　　　　令和5年度中発行額には、前年度からの繰越額を含む場合がある。

　　　　　　　　　　表示単位で四捨五入しているため、合計が一致しない場合がある。
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◎基金現在高（令和６年１月補正後） （単位：千円）

積立 繰入

減 債 基 金 3,261,353 16,645 1,042,000 2,235,998

財 政 調 整 基 金 6,333,630 446,762 2,442,007 4,338,385

災 害 補 て ん 基 金 769,872 10,770 0 780,642

奨 学 基 金 501,477 34,567 18,864 517,180

交 通 安 全 基 金 1,818 2 0 1,820

福 祉 基 金 706,442 1,801 44,983 663,260

教 育 文 化 振 興 基 金 187,269 1,786 13,023 176,032

ふ る さ と 創 生 基 金 73,319 74 20,128 53,265

交 通 遺 児 救 済 基 金 57,733 258 1,017 56,974

合 併 市 町 村 振 興 基 金 1,565,038 1,565 265,014 1,301,589

市 民 公 益 活 動 団 体
自 立 化 支 援 基 金

30,838 51 0 30,889

子 ど も 未 来 基 金 312,663 764 44,927 268,500

過 疎 地 域 持 続 的 発 展
特 別 事 業 基 金

389,035 386 43,578 345,843

施 設 整 備 基 金 3,910,430 10,165 1,142,346 2,778,249

暴 力 追 放 推 進 基 金 20,212 21 0 20,233

ふ る さ と 佐 世 保 元 気 基 金 2,956,650 1,167,893 843,049 3,281,494

学 校 施 設 整 備 基 金 11,116 49,996 0 61,112

森 林 環 境 譲 与 税 基 金 63,117 1,566 0 64,683

小 計 21,152,012 1,745,072 5,920,936 16,976,148

基金名
令 和 ４ 年 度 末
現 在 高

令和５年度中増減額 令 和 ５ 年 度 末
現 在 高 見 込
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積立 繰入

住 宅 基 金 1,190,168 92,607 0 1,282,775

佐 世 保 市 等 地 域 交 通 体 系
整 備 基 金

205,997 208 32,783 173,422

国民健康保険財政調整基金 2,220,072 2,220 695,159 1,527,133

土 地 開 発 基 金 1,383,287 1,260 0 1,384,547

競 輪 事 業 基 金 705,392 707 1 706,098

佐世保市地方卸売市場移転
整 備 基 金

140,389 125 30,000 110,514

佐 世 保 市 介 護 保 険 給 付 費
準 備 基 金

2,072,493 1,869 101,613 1,972,749

競 輪 施 設 整 備 基 金 4,336,977 333,882 1,762,155 2,908,704

合 計 33,406,787 2,177,950 8,542,647 27,042,090

　　　　　　　　　　※表示単位で四捨五入しているため、合計が一致しない場合がある。

基金名
令 和 ４ 年 度 末
現 在 高

令和５年度中増減額 令 和 ５ 年 度 末
現 在 高 見 込
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